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令 和 ６ 年 度

本 庄 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和６年度本庄市水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和６年度本庄市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

  （１）　給水戸数 ３６，２００ 戸　  

　（２）　年間総給水量 １１，４２５，０００ ㎥    

　（３）　一日平均給水量 ３１，３０１ ㎥    

　（４）  主な建設改良事業

　イ　配水管整備事業 ５７６，３４１ 千円  

　ロ　施設整備事業 ２４３，４７３ 千円  

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水道事業収益 １，６１３，１８３ 千円  

　　第１項　営業収益 １，３５３，５３７ 千円  

　　第２項　営業外収益 ２５９，６４５ 千円  

　　第３項　特別利益 １ 千円  

　第１款　水道事業費用 １，６９４，８３７ 千円  

　　第１項　営業費用 １，６３６，９６７ 千円  

　　第２項　営業外費用 ５４，３７０ 千円  

　　第３項　特別損失 １，５００ 千円  

　　第４項　予備費 ２，０００ 千円  

収　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　　出
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 ７１３，

　９２４ 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ６３，９７５ 千円、過年度分損益勘定留保資金 ５０５，

　７９９ 千円、当年度分損益勘定留保資金 ９４，１５０ 千円及び減債積立金取崩額 ５０，０００ 千円で補てんするも

　のとする。）。

　第１款　資本的収入 ５４２，９４１ 千円  

　　第１項　企業債 ４７０，０００ 千円  

　　第２項　負担金 ７２，９４１ 千円  

　第１款　資本的支出 １，２５６，８６５ 千円  

　　第１項　建設改良費 ８５２，３６０ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ２９９，５０５ 千円  

　　第３項　投資 １００，０００ 千円  

　　第４項　予備費 ５，０００ 千円  

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

利　　率 償還の方法

期間及び償還期限を短縮し、若しく

は繰上償還又は低利に借り換えする

収　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　 出

起債の目的 限 度 額 起債の方法

普通貸借

政府資金については、その融資条件

により、銀行その他の場合には債権
利率見直し方式で借り入

５．０％以内（ただし、

証券発行

ことができる。　　　　　　　　　
利率）　　　　　　　　

の見直しを行った後にお

 配水管整備事業 ３３０，０００ 千円

計 ４７０，０００ 千円

れる資金について、利率
者と協定するものによる。　　　　

いては、当該見直し後の 施設整備事業 １４０，０００ 千円

又　　は ただし、企業財政の都合により据置
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　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

   (１)　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１２６，１４５ 千円  

　（他会計からの補助金）

第８条　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を財源とする事業のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　 １４１，０００ 千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、１０，６０１ 千円と定める。

　　令和 ６年 ２月２６日　提　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　本庄市長　　吉　　田　　信　　解

   (１)　職員給与費
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令 和 ６ 年 度

本庄市水道事業会計予算に関する説明書





予定額

 1 水道事業収益 1,613,183

 1 営業収益 1,353,537

 1 給水収益 1,232,700

 2 加入金 47,572

 3 負担金 70,654

 4 その他営業収益 2,611

 2 営業外収益 259,645

 1 受取利息 324

 2 長期前受金戻入 117,612

 3 雑収益 709

 4 他会計補助金 141,000

 3 特別利益 1

 1 その他特別利益 1

款 項 目

令和６年度本庄市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収      入 （単位：千円）

備    考
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予定額

 1 水道事業費用 1,694,837

 1 営業費用 1,636,967

 1 原水及び浄水費 417,388

 2 配水及び給水費 390,637

 3 業務費 106,761

 4 総係費 65,578

 5 減価償却費 638,570

 6 資産減耗費 18,033

 2 営業外費用 54,370

 1 支払利息 24,360

 2 消費税及び地方消費税 30,000

 3 雑支出 10

 3 特別損失 1,500

 1 過年度損益修正損 1,500

 4 予備費 2,000

 1 予備費 2,000

支      出 （単位：千円）

備    考款 項 目
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予定額

 1 資本的収入 542,941

 1 企業債 470,000

 1 企業債 470,000

 2 負担金 72,941

 1 工事負担金 72,941

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収      入 （単位：千円）

款 項 目 備    考
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予定額

 1 資本的支出 1,256,865

 1 建設改良費 852,360

 1 配水施設費 586,517

 2 施設整備事業費 254,165

 3 営業設備費 11,678

 2 企業債償還金 299,505

 1 企業債償還金 299,505

3 投資 100,000

 1 投資有価証券 100,000

4 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

支      出 （単位：千円）

款 項 目 備    考
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本庄市

令和６年度

水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 109,531,000

　　減価償却費 638,570,000

　　固定資産除却費 17,733,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 331,011

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 246,000

　　長期前受金戻入額 △ 117,612,000

　　受取利息 △ 324,000

　　支払利息 24,360,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 14,752,686

　　未払金の増減額（△は減少） △ 32,675,000

　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 9,337,000

　　小計 397,008,325

　　利息の受取額 324,000

　　利息の支払額 △ 24,360,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 372,972,325

 

令和６年度本庄市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和6年4月1日 から 令和7年3月31日 まで ）

-9-



2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 723,787,000

　　投資有価証券の取得による支出 △ 100,000,000

　　工事負担金による収入 72,941,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 6,631,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 757,477,000

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 470,000,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 299,505,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 170,495,000

 

　資金増加額（又は減少額） △ 214,009,675

　資金期首残高 1,265,744,812

　資金期末残高 1,051,735,137
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1　総括

備考　１　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

3648 0 0△ 25 72 533

60

比 較 234

14,199

60

1,008 △ 294

11,067 5,500

36

前 年 度 1,578 3,312

11,600 48 5,5001,344 1,039 14,271

1,638 1,064

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当

本 年 度 1,812 4,320

1,084

（単位：千円）

66 532 598 315 913

期末手当 勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

在 宅
勤 務 等
手 当

171

資本勘定支弁職員 0（     ）

38,418 102,952 22,109 125,061

△ 2,844 1,080 △ 528 699
比

較

損益勘定支弁職員 0 △ 2（  1  ） 1,236

5,958 15,339 3,387
前
年
度

損益勘定支弁職員 13 15（     ）

合　　　　計 0 △ 2（  1  ） 1,236 △ 2,778 1,612 70 1,014

645

18,726

合　　　　計 13 17（     ） 645 63,889

資本勘定支弁職員 2（     ） 9,381

54,508 32,460 87,613 18,722 106,335

61,111 40,030 103,022 23,123 126,145

19,421 106,506

資本勘定支弁職員 2（     ） 9,447 6,490 15,937 3,702 19,639
本
年
度

損益勘定支弁職員 13 13（  1  ） 1,881 51,664 33,540 87,085

合　　　　計 13 15（  1  ） 1,881

給  与  費  明  細  書
（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
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（1）　会計年度任用職員以外の職員

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員について外書き

0 36359 377 48比 較 234 1,008 △ 294 26

5,500 6013,726 11,067

0

1,344 36

前 年 度 1,578 3,312 1,638 1,013

48 5,500 601,039 14,085 11,444

2,550

66 532 598 315 913

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

在 宅
勤 務 等
手 当

本 年 度 1,812 4,320

1,637

資本勘定支弁職員 0（     ）

37,894 100,065 21,511 121,576

△ 481 1,262 620 1,017
比

較

損益勘定支弁職員 0 △ 1（     ） △ 161

5,958 15,339 3,387
前
年
度

損益勘定支弁職員 13 14（     ）

合　　　　計 0 △ 1（     ） △ 161 △ 415 1,794 1,218 1,332

645

18,726

合　　　　計 13 16（     ） 645 61,526

資本勘定支弁職員 2（     ） 9,381

52,145 31,936 84,726 18,124 102,850

61,111 39,688 101,283 22,843 124,126

19,141 104,487

資本勘定支弁職員 2（     ） 9,447 6,490 15,937 3,702 19,639
本
年
度

損益勘定支弁職員 13 13（     ） 484 51,664 33,198 85,346

合　　　　計 13 15（     ） 484

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
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（2）　会計年度任用職員

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書き

△ 287 156比 較 △ 51

前 年 度 51 473

186 156

△ 1,466

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

在 宅
勤 務 等
手 当

本 年 度

△ 1,466

資本勘定支弁職員 （     ）

524 2,887 598 3,485

△ 2,363 △ 182 △ 1,148 △ 318
比

較

損益勘定支弁職員 △ 1（  1  ） 1,397

前
年
度

損益勘定支弁職員 1（     ）

合　　　　計 △ 1（  1  ） 1,397 △ 2,363 △ 182 △ 1,148 △ 318

合　　　　計 1（     ） 2,363

資本勘定支弁職員 （     ）

2,363 524 2,887 598 3,485

342 1,739 280 2,019

280 2,019

資本勘定支弁職員 （     ）
本
年
度

損益勘定支弁職員 （  1  ） 1,397 342 1,739

合　　　　計 （  1  ） 1,397

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（単位：千円）
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2　給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

区     分 備      考

給 　  料 △ 2,778 給 与 改 定 に 464 給与の平均改定率（前年度）　1.1％

伴 う 増 減 分 給与改定の実施時期　令和5年4月1日

昇 給 に 伴 う 138  平均昇給率　　　　　　　　　  0.90％

増　　加　　分  昇給日　　　　　　　　　　　　1月1日

そ　の　他　の △ 3,380  職員の異動等に伴う増減  予算計上時における職員数

増　　減　　分  本年度    15人 （ 1 ）人

  前年度    17人 （   ）人

 増  減 　△2人 （ 1 ）人

手  　 当 1,612 制 度 改 正 に 1,061  期末手当 379

伴 う 増 減 分  勤勉手当 646

 在宅勤務等手当 36

そ　の　他　の 551  職員の異動等に伴う増減 551

 増　　減　　分

 備考　１　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳 説     明
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3　給料及び手当の状況

 (1) 職員１人当り給与

企　業　職 企　業　職
（事 務 ・ 技 術 職 ） （ 技 能 労 務 職 ）

   平 均 給 料 月 額 (円） 322,913                   

令和6年1月1日現在   平 均 給 与 月 額 (円） 385,430                   

  平   均   年   齢（歳） 46.5                      

   平 均 給 料 月 額 (円） 322,583                   

令和5年1月1日現在   平 均 給 与 月 額 (円） 365,835                   

  平   均   年   齢（歳） 43.6                      

 (2) 初任給

企業職（事務・技術職） 　　　一般会計の制度

（円） 　　　行　政　職 （円）

高   校   卒 170,900                   170,900                   

短   大   卒 184,600                   184,600                   

大   学   卒 202,400                   202,400                   

区        　　          分

区        分
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 (3) 級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8 (   ) 　 1　 (   ) 　 7　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

7 (   ) 　 　 (   ) 　 　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

6 (   ) 　 1　 (   ) 　 7　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

5 (   ) 　 5　 (   ) 　33　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

4 (   ) 　 2　 (   ) 　13　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

3 (   ) 　 5　 (   ) 　33　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

2 (   ) 　 1　 (   ) 　 7　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

1 (   ) 　 　 (   ) 　 　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

計 (   ) 　15　 (   )  100 　 計 (   ) 　 　 (   ) 　 　

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8 (   )    1 (   )　  6 (   ) 　 　 (   ) 　 　

7 (   )　  　 (   )　  　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

6 (   )　  1　 (   )    6 (   ) 　 　 (   ) 　 　

5 (   )　  3  (   )　 19 (   ) 　 　 (   ) 　 　

4 (   )　  3　  (   )   19 (   ) 　 　 (   ) 　 　

3 (   )　  5　 (   )　 31 (   ) 　 　 (   ) 　 　

2 (   )　  3　　(   )　 19 (   ) 　 　 (   ) 　 　

1 (   )　  　 (   )　  (   ) 　 　 (   ) 　 　

計 ( 　)   16　 (   )  100 計 (   ) 　 　 (   ) 　 　

( )内は定年前再任用短時間勤務職員について外書き

区        分 8     級 7     級 6     級 5     級 4     級 3     級 2     級 1     級

企　 業 　職 部　　長 次　　長 課　　長 課長補佐 係　　長 主　　任 主　　事 主 事 補
（ 事 務 ・ 技 術 職） 参　　事 副 参 事 主　　幹 主　　査 技　　師 技 師 補

(級別の基準となる職務)

令和5年1月1日現在

区       分
企     業     職 企     業     職

（事　務　・　技　術　職）   （技　能　労　務　職）

令和6年1月1日現在
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企  業  職 企  業  職

（事務・技術職） （技能労務職）

（人） 15              15                

本 （人） 12              12                

　1号給 （人） 1               1                 

　2号給 （人） 1               1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 6               6                 

  5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人） 1               1                 

（％） 80 2

（人） 16              16                

前 （人） 15              15                

　1号給 （人）

  2号給 （人） 3               3                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 8               8                 

　5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人） 1               1                 

（％） 94              94                  比    率  （Ｂ） ／ （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

  比    率  （Ｂ） ／ （Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

 (4) 昇給  

   合         計   

  代  表  的  な  職  種

  職     員     数  （Ａ）

区             分
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（5） 特殊勤務手当

（6） 期末手当・勤勉手当

( )内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率

（7） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 
支 給 率 等

（支給率等は令和6年1月1日現在）

定年前早期退職
特別措置      

定年前早期退職
特別措置      24.586875 33.27075 47.709 47.709

（3%～45%加算）

企     業     職
（事　務　・　技　術　職） （技　能　労　務　職）

企     業     職

備   考
そ の 他 の

加 算 措 置 等

（3%～45%加算）

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.25 2.25 4.50

前 年 度
(1.15) (1.15) (2.30)

有
2.20 2.20 4.40

本 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.25 2.25 4.50

区 分
支   給   期   別   支   給   率 支　給　率　計 職制上の段階、職務の

備  考
6月（月分） 12月（月分） （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

支給対象職員の比率（％）
 （令和6年1月1日現在）

53.33 53.33

代表的な特殊勤務手当の名称 　防災業務手当

区 分 全 職 種

給料総額に対する比率（％） 0.039 0.039
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通　 勤　 手　 当 同　　　じ

 (8) その他の手当

区　　 　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶   養　 手　 当 同　　　じ

住　 居　 手　 当 同　　　じ
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（過年度に係る分） （単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 企業債
　負担金・

補助金
損益勘定
留保資金

給水収益

　窓口・料金収納等業務委託 370,000
令和2年度から
令和5年度まで

205,594 令和6年度 164,406 164,406

　水道料金等収納代行業務委託
　（コンビニ収納）

17,820
令和2年度から
令和5年度まで

11,944 令和6年度 5,876 5,876

　水道事業基本計画修正業務委託 50,347 令和5年度 14,850
令和6年度から
令和7年度まで

35,497 35,497

　下真下受水場・高柳配水場避雷針
　設備修繕

11,308 令和5年度 － 令和6年度 11,308 11,308

　浄水場運転監視等業務委託 71,359 － － 令和6年度 71,359 71,359

　機械警備業務委託
　（第一浄水場他６施設）

2,469 － － 令和6年度 2,469 2,469

　自家用電気工作物保安管理業務委
　託（第一浄水場他６施設）

4,278 － － 令和6年度 4,278 4,278

　消防用設備等点検業務委託
　（第一浄水場他３施設）

77 － － 令和6年度 77 77

　機械・計装設備点検等業務委託 24,970 － － 令和6年度 24,970 24,970

　原水及び浄水等水質検査業務委託 7,359 － － 令和6年度 7,359 7,359

　給配水管修繕等業務委託 90,367 － － 令和6年度 90,367 3,480 86,887

債務負担行為に関する調書

事      項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 企業債
　負担金・

補助金
損益勘定
留保資金

給水収益

　漏水調査業務委託 18,510 － － 令和6年度 18,510 18,510

　水道賠償責任保険 250 － － 令和6年度 250 250

　水道庁舎３階監視室他空調設備
　修繕

4,950 － － 令和6年度 4,950 4,950

　上水道配水管布設替工事
　（高柳工区）

74,965 － － 令和6年度 74,965 52,000 22,965

　下真下受水場本庄市水受水電動弁
　他更新工事

53,900 － － 令和6年度 53,900 48,000 5,900

　水道庁舎事務室等改修設計業務委
　託

5,280 － － 令和6年度 5,280 5,280

　上下水道料金システム改修業務委
　託（物価高騰対応）

1,942 令和5年度 － 令和6年度 1,942 1,942

事      項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 592,469,464

     ロ 建物 1,096,927,612

      　建物減価償却累計額 △ 604,061,792 492,865,820

     ハ 構築物 20,024,778,389

      　構築物減価償却累計額 △ 11,627,378,309 8,397,400,080

     ニ 機械及び装置 6,760,297,402

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 4,315,077,244 2,445,220,158

     ホ 車両運搬具 11,149,139

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 10,227,293 921,846

     ヘ 工具、器具及び備品 25,599,842

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 13,032,573 12,567,269

     ト リース資産 14,700,000

      　リース資産減価償却累計額 △ 9,923,000 4,777,000

     チ 建設仮勘定 139,307,202

        有形固定資産合計 12,085,528,839

 (2) 無形固定資産

     イ 電話加入権 844,700

        無形固定資産合計 844,700

令和６年度本庄市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

資     産     の     部

（ 令和7年3月31日 )
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 (3) 投資その他の資産

     イ 投資有価証券 100,000,000

        投資その他の資産合計 100,000,000

        固定資産合計 12,186,373,539

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,051,735,137

 (2) 未収金 87,341,011

     貸倒引当金 △ 4,736,620 82,604,391

 (3) 貯蔵品 26,290,459

        流動資産合計 1,160,629,987

        資産合計 13,347,003,526

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,031,474,814

        企業債合計 2,031,474,814

 (2) 引当金

     イ 修繕引当金 47,411,000

        引当金合計 47,411,000

        固定負債合計 2,078,885,814

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 274,675,103

        企業債合計 274,675,103

負     債     の     部
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 (2) 未払金 144,922,000

 (3) 預り金 82,915,129

 (4) 引当金

     イ 賞与引当金 10,545,000

        引当金合計 10,545,000

        流動負債合計 513,057,232

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 5,545,957,503

     長期前受金収益化累計額 △ 3,287,447,053 2,258,510,450

        繰延収益合計 2,258,510,450

        負債合計 4,850,453,496

6 資本金 7,433,307,955

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 工事負担金 172,917,299

     ロ 国庫補助金 53,170,620

     ハ 受贈財産評価額 35,468,376

     ニ その他資本剰余金 100,762,348

        資本剰余金合計 362,318,643

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 200,000,000

     ロ 利益積立金 70,500,000

資     本     の     部
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     ハ 建設改良積立金 300,000,000

     ニ 当年度未処分利益剰余金 130,423,432

        利益剰余金合計 700,923,432

        剰余金合計 1,063,242,075

        資本合計 8,496,550,030

        負債資本合計 13,347,003,526
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令和６年度注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

・満期保有目的債券 償却原価法（定額法） 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法 

（３）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物            ７～５０年 

構築物          １０～６０年 

機械及び装置        ５～２０年 

車両運搬具          ４～５年 

工具、器具及び備品     ３～１５年 

ロ．リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

（４）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 

職員の退職手当に関する負担金は、「退職手当負担金に関する覚書」に基づき、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平 

成１８年組合条例第２１号）第３条に規定されている一般負担金を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、 
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退職給付引当金は計上していない。 

 

ロ．賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基 

    づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（５）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

３．その他 

（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与引当金 

令和６年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与引当金 

１０，２４０，０００円を取り崩す。 

ロ．貸倒引当金 

当年度において、債権の不納欠損による損失として、貸倒引当金１，２２０，９８９円を取り崩す。 

（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 給水収益 1,268,053,000

 (2) 加入金 50,157,000

 (3) 負担金 83,300,000

 (4) その他営業収益 2,853,000 1,404,363,000

2 営業費用

 (1) 原水及び浄水費 387,649,000

 (2) 配水及び給水費 373,555,000

 (3) 業務費 92,319,000

 (4) 総係費 52,265,000

 (5) 減価償却費 613,209,000

 (6) 資産減耗費 31,242,000 1,550,239,000

     営業損失 145,876,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息 262,000

 (2) 長期前受金戻入 117,477,000

 (3) 雑収益 730,000 118,469,000

令和５年度本庄市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（ 令和5年4月1日 から  令和6年3月31日 まで ）
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4 営業外費用

 (1) 支払利息 26,362,000

 (2) 雑支出 4,972,000 31,334,000 87,135,000

     経常損失 58,741,000

5 特別利益

 (1) その他特別利益 1,000 1,000

6 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1,364,000 1,364,000

7 予備費

 (1) 予備費 2,000,000 2,000,000 △ 3,363,000

     当年度純損失 62,104,000

     前年度繰越利益剰余金 202,058,432

     その他未処分利益剰余金変動額 50,000,000

     当年度未処分利益剰余金 189,954,432
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 592,469,464

     ロ 建物 1,096,927,612

      　建物減価償却累計額 △ 583,158,792 513,768,820

     ハ 構築物 19,482,746,571

      　構築物減価償却累計額 △ 11,235,688,309 8,247,058,262

     ニ 機械及び装置 6,558,741,866

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 4,091,437,244 2,467,304,622

     ホ 車両運搬具 11,149,139

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 9,445,293 1,703,846

     ヘ 工具、器具及び備品 16,479,842

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 11,477,573 5,002,269

     ト リース資産 14,700,000

      　リース資産減価償却累計額 △ 9,923,000 4,777,000

     チ 建設仮勘定 122,934,556

        有形固定資産合計 11,955,018,839

 (2) 無形固定資産

     イ 電話加入権 844,700

        無形固定資産合計 844,700

        固定資産合計 11,955,863,539

令和５年度本庄市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

資     産     の     部

（ 令和6年3月31日 )
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2 流動資産

 (1) 現金預金 1,265,744,812

 (2) 未収金 72,588,325

     貸倒引当金 △ 4,405,609 68,182,716

 (3) 貯蔵品 18,599,459

        流動資産合計 1,352,526,987

        資産合計 13,308,390,526

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,836,151,432

        企業債合計 1,836,151,432

 (2) 引当金

     イ 修繕引当金 47,411,000

        引当金合計 47,411,000

        固定負債合計 1,883,562,432

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 299,503,485

        企業債合計 299,503,485

 (2) 未払金 116,276,000

 (3) 預り金 82,915,129

 (4) 引当金

     イ 賞与引当金 10,240,000

        引当金合計 10,240,000

負     債     の     部
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        流動負債合計 508,934,614

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 5,479,647,503

     長期前受金収益化累計額 △ 3,169,835,053 2,309,812,450

        繰延収益合計 2,309,812,450

        負債合計 4,702,309,496

6 資本金 7,433,307,955

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 工事負担金 172,917,299

     ロ 国庫補助金 53,170,620

     ハ 受贈財産評価額 35,468,376

     ニ その他資本剰余金 100,762,348

        資本剰余金合計 362,318,643

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 250,000,000

     ロ 利益積立金 70,500,000

     ハ 建設改良積立金 300,000,000

     ニ 当年度未処分利益剰余金 189,954,432

        利益剰余金合計 810,454,432

        剰余金合計 1,172,773,075

        資本合計 8,606,081,030

        負債資本合計 13,308,390,526

資     本     の     部
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令和５年度注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物            ７～５０年 

構築物          １０～６０年 

機械及び装置        ５～２０年 

車両運搬具          ４～５年 

工具、器具及び備品     ３～１５年 

ロ．リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

（３）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 

職員の退職手当に関する負担金は、「退職手当負担金に関する覚書」に基づき、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平 

成１８年組合条例第２１号）第３条に規定されている一般負担金を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、 

退職給付引当金は計上していない。 
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ロ．賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基 

    づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

３．その他 

（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与引当金 

令和５年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与引当金 

９，７３４，５９２円を取り崩す。 

ロ．貸倒引当金 

当年度において、債権の不納欠損による損失として、貸倒引当金８６６，４１２円を取り崩す。 

（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
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収      入 (単位：千円)

1 水道事業収益 1,613,183

1 営業収益 1,353,537

1 給水収益 1,232,700

 1 水道料金 1,232,700

2 加入金 47,572

 1 加入金 47,572

3 負担金 70,654

 1 負担金 70,654 道路改良事業に伴う負担金

公共下水道事業に伴う負担金

下水道使用料徴収受託負担金他

4 その他営業収益 2,611

 1 手数料 2,571 設計審査手数料

竣工検査手数料

給水装置工事事業者指定・更新手数料他

 2 雑収益 40 コピー代他

令和６年度本庄市水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

2 営業外収益 259,645

1 受取利息 324

 1 預金利息 192

 1 有価証券利息 132

2 長期前受金戻入 117,612

 1 長期前受金戻入 117,612

3 雑収益 709

 1 土地貸付料 651 本庄市管工事業協同組合他

 2 その他雑収益 58 不用品売却収益他

4 他会計補助金 141,000

 2 他会計補助金 141,000

3 特別利益 1

1 その他特別利益 1

 2 その他特別利益 1

節 金額 備        考款 項 目
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支      出 (単位：千円)

1 水道事業費用 1,694,837

1 営業費用 1,636,967

1 原水及び浄水費 417,388

 1 給料 10,149 原水及び浄水関係職員3人分

 2 手当 3,465

 3 賞与引当金繰入額 1,450

 5 法定福利費 3,303

 7 旅費 24

10 備消品費 191

11 燃料費 362

12 光熱水費 146

14 通信運搬費 1,773

15 委託料 112,543 浄水場他運転監視業務委託

浄水場維持管理・保守点検業務委託

原水及び浄水等水質検査業務委託他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

20 賃借料 154 土地賃借料

19 会費負担金 1,228 埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

20 修繕費 11,429 浄水施設修繕他

25 動力費 107,950 電力料

26 保険料 48 自動車保険料

27 公課費 7 自動車重量税

29 薬品費 77 残留塩素測定用試薬他

32 報酬 1,397 会計年度任用職員1人分

34 受水費 161,231 県水受水費

51 手数料 461 職員健康診断手数料他

2 配水及び給水費 390,637

 1 給料 15,361 配水及び給水関係職員4人分

 2 手当 5,925

 3 賞与引当金繰入額 2,628

 5 法定福利費 5,250

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

10 備消品費 1,062

11 燃料費 455

14 通信運搬費 2,539

15 委託料 274,696 道路改良事業に伴う委託

公共下水道事業に伴う委託

給配水管修繕等業務委託

計画策定業務委託

図面修正業務委託他

16 賃借料 71 土地賃借料

19 会費負担金 1,997 埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

20 修繕費 29,644 配水施設修繕他

24 路面復旧費 10,450

25 動力費 38,841 電力料

26 保険料 719 水道施設賠償責任保険料他

27 公課費 45 自動車重量税

目 節 備        考款 項 金額
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(単位：千円)

30 材料費 500

33 負担金 65

51 手数料 389 車両整備手数料

3 業務費 106,761

 1 給料 15,639 業務関係職員4人分

 2 手当 6,219

 3 賞与引当金繰入額 2,717

 5 法定福利費 5,213

 5 備消品費 53

14 通信運搬費 6,143

15 委託料 61,727 窓口・料金収納等業務委託他

19 会費負担金 2,033 埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

51 手数料 7,017 コンビニ料金収納代行事務取扱手数料

口座振替手数料他

4 総係費 65,578

 1 給料 10,515 総係関係職員2人分

 2 手当 10,944

準中型免許取得に伴う負担金

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 3 賞与引当金繰入額 2,017

 5 法定福利費 3,830

 7 旅費 146

10 備消品費 1,206

11 燃料費 164

12 光熱水費 60 下水道使用料

13 印刷製本費 55

14 通信運搬費 1,271

15 委託料 5,419 上下水道部広報紙印刷製本・配布委託

公営企業会計システム保守委託他

16 賃借料 1,740 公営企業会計システム使用料他

17 図書及び購読料 238

19 会費負担金 5,564 埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

本庁～水道庁舎間専用回線利用料負担金

庁内ＬＡＮ用パソコン賃借料負担金

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

土木積算システムソフトウェア賃借料負担金他

20 修繕費 19,291 水道庁舎修繕他

26 保険料 117 動産総合保険料他

公課費 15 自動車重量税

31 補償金 100

32 報酬 484 水道事業審議会委員報酬

47 貸倒引当金繰入額 1,552

51 手数料 850

5 減価償却費 638,570

36

有形固定資産減価償
却費

638,570

6 資産減耗費 18,033

38 固定資産除却費 17,733 下真下受水場本庄市水受水電動弁他

39 たな卸資産減耗費 300

アセットマネジメント支援システムクラウド利用料
他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

2 営業外費用 54,370

1 支払利息 24,360

40 企業債利息 24,360 財政融資資金12件

地方公共団体金融機構資金31件

銀行等引受資金9件

2
消費税及び地方消
費税

30,000

46

消費税及び地方消費
税

30,000

3 雑支出 10

53 雑支出 10

3 特別損失 1,500

1 過年度損益修正損 1,500

53 過年度損益修正損 1,500 過年度還付金

 4 予備費 2,000

1 予備費 2,000

91 予備費 2,000

節 金額 備        考款 項 目
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収      入 (単位：千円)

1 資本的収入 542,941

1 企業債 470,000

1 企業債 470,000

 1 企業債 470,000

2 負担金 72,941

1 工事負担金 72,941

 1 工事負担金 72,941 公共下水道事業に伴う負担金

消火栓設置・取替に伴う負担金他

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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支      出 (単位：千円)

1 資本的支出 1,256,865

1 建設改良費 852,360

1 配水施設費 586,517

 1 給料 4,711 配水施設関係職員1人分

 2 手当 3,092

 5 法定福利費 1,760

15 委託料 65,329 消火栓設置・取替に伴う委託他

19 会費負担金 613 埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

23 工事請負費 511,012 配水管布設工事

老朽管更新工事

公共下水道事業に伴う工事

2 施設整備事業費 254,165

 1 給料 4,736 浄水場施設関係職員1人分

 2 手当 3,398

 5 法定福利費 1,942

15 委託料 61,973 都島浄水場耐震化・浸水対策基本設計業務委託

児玉中央監視設備更新詳細設計業務委託他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

19 会費負担金 616 埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

23 工事請負費 181,500 下真下受水場本庄市水受水電動弁他更新工事

栗崎配水モニター更新工事他

3 営業設備費 11,678

57 固定資産購入費 10,032 水道施設台帳施設点検記録用システム費

59 量水器費 1,646

2 企業債償還金 299,505

1 企業債償還金 299,505

60 企業債償還金 299,505 財政融資資金12件

地方公共団体金融機構資金27件

銀行等引受資金2件

 3 投資 100,000

 1 投資有価証券 100,000

62 投資有価証券 100,000

 4 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

91 予備費 5,000

款 項 目 節 金額 備        考
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